
個人のパフォーマンスの最大化に関する取組等について

資料３



検討会における検討の視点等について

〇 公平性やインクルージョンなど、公務固有の価値というのも存在している。管理職や幹部職員が、自身の経験を通

じて見えてきたことを言語化して伝えていくことも、ミスマッチを防ぐ１つの手ではないか。

〇 公務は個人の裁量が狭く、自身のキャリアを考える機会も限られており、自己実現の実感が難しいのではないか。

〇 他者からのフィードバックにより自分の仕事を見詰め直すことは重要。住民からの褒め言葉など、自分たちの仕事

が役に立っていることを共有できる機会があると良い。

〇 内発的動機づけばかりを強調すると、いわゆるやりがい搾取の状態が生じる可能性がある。外面的な待遇が保障さ

れていてこその内発的動機であると理解すべき。

〇 時間外勤務の状況を見ると、ごく一部の職員に負担が集中する構造になっており、ある種の負担感や不公平感を増

加させる要因となっているのではないか。内発的動機を大きくそぐ要因として警戒する必要がある。

〇 ミドルマネジメント層が部下やチームの健康管理や労務管理で担う役割は大きいが、管理負担が大きすぎるのでは

ないか。

〇 カスタマーハラスメントの問題は極めて重要。公務は民間と異なり、サービス提供拒否が極めて難しい。逃げる余

地がないので、ある程度以上のハラスメント要因があれば、引き離しや別職員の介入などが正当化される環境を作ら

なければならない。

第２回検討会における総論や検討の視点等に係るご発言（要旨）



第２回検討会における議論を踏まえた論点整理
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＜第２回検討会における構成員ご意見を踏まえて考えられる、それぞれの要因に関連する事項＞

◇「個人のパフォーマンスの最大化」を促進する要因

１．公務員としての社会的役割の理解

２．個人のキャリアパス

３．他者からの評価・処遇

◇「個人のパフォーマンスの最大化」を阻害する要因

４．時間外勤務

５．管理職のマネジメントに関する負担

６．ハラスメント（カスタマーハラスメント等）

〇 地方公共団体において、個々の職員の「個人のパフォーマンスの最大化」を促進する要因を

積極的に取り入れ、阻害する要因を取り除いていく上で、どのような課題があるか。また、どの

ような取組が求められるか。



公務員としての社会的役割
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人事院 平成17年度年次報告書

第１編 人事行政

第１部 人事行政この１年の主な動きと今後の課題

公務員の在り方 ～その志・使命感の原点を探る～

4 これからの行政官の役割とそれを支える志・使命感

（２）公共的価値の実現

行政の役割は、個人の自由と社会の正義の実現、現在と将来の安心と安全、豊かさの追求と弱者の救済、自然・景観の保護など、

社会にとって大切な公共的価値を具体化することになると考えられる。人々が生活している上で欠くことのできない人々の間の信頼

感、安心感なども重要な公共的価値であると考えられる。

そして、このような行政の役割を認識した上で、自らがその一端を担っているという意識、公共の福祉を増進しているという実感

と確信を持ちうることが、いつの時代にも国の行政を支える行政官の志や使命感の原点となると思われる。

社会における資源配分の効率性は、有効性、費用対効果、不確定性への対応などに配慮した市場的手法の活用により高められると

しても、社会的価値、公共的価値の形成やそれを実現するための立場から行政官が果たすべき役割は、重要であり、職業公務員とし

て本来の機能の発揮が期待されていると考えられる。

○ 職員が高いモチベーションを持って業務に従事する上で、公務員としての社会的役割が共有されて
いることが重要。

１．公務員としての
社会的役割の理解

◆地方自治法（昭和22年法律第67号）

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担

うものとする。

２ 略



「公務員としての社会的役割」を踏まえた組織目標の設定
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○ 公務員としての社会的役割を踏まえた組織目標を設定することにより、職員のエンゲージメントを

高めることは、「個人のパフォーマンスの最大化」を促進する上で有効と考えられる。

◆地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会令和３年度報告書（令和４年３月）（抄）

Ⅰ 人材マネジメントを実践する上での課題と対応のポイント

２ 人材マネジメントを推進する上でのポイント

（３）人材マネジメントを推進するための重点ポイント

（前略）人材マネジメントの目的は、組織理念の実現やそれに向けた組織目標の達成である。地方公共団体は「住民の福祉の増進」という普遍

的な役割に基づいて、総合計画等の中長期的な計画に位置づけられているような、組織に共通の価値観である組織理念（ミッション）やそれを実

現させるための組織目標（ビジョン）を定め、組織の目指す方向性を明確にすることが必要である。民間企業では、近年、組織に共通の価値観を

パーパス（存在意義）として言語化して提示し、パーパスへの共感を軸に組織マネジメントと人材マネジメントを一体として進めることを要とし

ており、社員のエンゲージメントを高めて組織力の向上を図っている。人材マネジメントにおいては、各人事施策は、こうした組織理念、組織目

標等の達成に資するようなものでなければならない。

（参考）地方自治法（昭和22年法律第67号）

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。

２ 略

人材育成・確保基本方針策定指針（令和５年12月22日）（抄）

第３章 人材育成・確保の検討事項整備
３ 職場環境の整備

（３）職員のエンゲージメントの把握

職員の働きがいや意欲、組織に対する思い入れ、愛着などの「職員のエンゲージメント」を把握することにより、組織の健全化、組織力の向上、

個人の意欲向上、人材の定着につなげていくことが重要である。

そのため、定期的に職員のエンゲージメントに関する調査を実施し、その結果から組織が抱える課題を洗い出し、職員にフィードバックすると

いった取組を検討すること。

１．公務員としての
社会的役割の理解



エンゲージメント調査
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１．公務員としての
社会的役割の理解

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）より抜粋



組織目標と職員の業務目標を連動させた人事評価の実施
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○ 組織目標と個々の職員の業務目標を連動させることで、公務員としての社会的役割を個々の職員と

共有しつつ、人事評価を通じた職員の育成を図ることが重要。

人材育成・確保基本方針策定指針（令和５年12月22日）（抄）

第３章 人材育成・確保の検討事項

１ 人材の育成

（３）人を育てる人事管理

③ 人事評価等の活用

人事評価における能力評価の実施に当たっては、求められる職員

像と連動させた評価を行うほか、業績評価の目標設定に当たっては、

組織としての理念・目標と個々の職員の業務目標との関係性を明確

化し、業務の意味や価値及び重要性を理解させることにより、職員

の主体性や意欲を引き出し、職員個人の成長につなげることが必要

である。

また、人事評価結果の開示に当たっては、面談等において組織へ

の貢献度、当該職員の強み・弱み等を職員本人に適切にフィード

バックすることにより、職員個人の成長や能力開発を促すとともに、

職員のやりがいやエンゲージメントの向上等につなげるようにする

ことが必要である。併せて、職員へのフィードバックのやり方や評

価結果に対する不満への対応方法など、評価者を対象としたフィー

ドバックの方法の研修を充実することも重要である。

加えて、人事評価結果を職員の昇任等や処遇に適切に反映させる

ことは、意欲の向上や人材の定着に資することも期待できる。

１．公務員としての
社会的役割の理解

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）より抜粋



7※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）より抜粋

１．公務員としての
社会的役割の理解組織目標と職員の業務目標を連動させた人事評価の実施



個人のキャリアパス
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〇 自らのキャリアパスを検討することは、仕事へのモチベーション等を高める上で有効であると考え

られるが、個別の職員の意向に添えない場合も想定されることから、個々の職員に対し、人事評価時

の面談等を通して意識低下を防ぐことが重要。

人材育成・確保基本方針策定指針（令和５年12月22日）（抄）

第３章 人材育成・確保の検討事項

１ 人材の育成

（３）人を育てる人事管理

② 職員の主体的なキャリア形成への支援

職員の主体的な業務遂行や自発的な能力開発を促進するた

め、キャリアパスの明示や、ロールモデルの設定、メンター

制度の導入、キャリア相談体制の構築等により、特に、若年

層職員や昇任に消極的な職員等に対して、自らのキャリアに

ついて考える機会を提供し、仕事へのモチベーションや昇任

意欲等を高めるほか、複線型人事制度や庁内公募を活用した

人員配置により、職員の希望を踏まえたキャリアの実現を図

る等、職員のキャリア形成を支援すること。

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）より抜粋

２．個人のキャリアパス



個人のキャリアパス
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２．個人のキャリアパス

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）より抜粋



職員のキャリア形成支援
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・幅広い分野で活躍する職員（ゼネラリスト）の他、高度な専門性を有する職員（スペシャリスト）の育成･登用を進めるた
めに、特定の業務・分野を設定し、希望した職員に対して選択した業務・分野内での異動を基本とする人事制度。

・職員にとっては、特定の業務・分野の専門性を高めたい場合など、希望に沿ったキャリア形成の実現が図られるため、仕事
へのモチベーションやエンゲージメントの向上につながる。また、組織にとっては、意欲や能力・適性を備えた専門職員の計
画的な育成や、専門分野の知識・ノウハウの蓄積につなげることができる。

○山口県「山口県版複線型人事制度」

・高い専門性を持つ職員の育成を目的として、平成20年度より「エキスパート型」認定制度を開始。

・令和２年度より「デジタル推進業務」を複線型人事制度の対象に加え、７つの業務・分野で専門性に特化した職員の育成に
取り組んでいる。
（①税務関係業務、②防災危機管理関係業務、③福祉関係業務、④観光関係業務、⑤用地関係業務、⑥会計監査関係業務、
⑦デジタル化推進業務）

・制度の活用を希望する職員は庁内公募により募集。応募の対象となる職員は係長級以上又は40代以上の事務職員としてい
る（デジタル化推進業務については主査級以上も応募可）。

・選考にあたっては、募集部局での意見を聞きつつ、人事課でエキスパート認定するかを決定。

・エキスパート認定した職員に対しては、配属から３年後に「意向調査」を実施し、所属及び本人の意向に変化がないかを確
認し、キャリアの修正ができるようにしている。

複線型人事制度

概要

自治体の事例

２．個人のキャリアパス

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）を基に事務局作成



職員のキャリア形成支援
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・特定のポストについて職員から異動希望をとり、審査、選考を行った上で配置をする制度。職員の能力や適性・意向等を最
大限に活用し、職務に反映しながら、自治体が解決すべき課題に的確に対応することで、組織の活性化及び質の高い行政運営
が促進される。

・職員の希望を踏まえたキャリアの実現が可能となり、職員の主体的・自律的なキャリア形成支援や意欲、チャレンジ精神、
エンゲージメント等の向上につながる。

○愛知県 「やりたい仕事挑戦制度」

・職員のチャレンジ精神を尊重し、自律的なキャリア形成支援を図る目的で、平成12年度より庁内公募である「やりたい仕
事挑戦制度」を開始。

・一般公募型に加え、事業提案型（所属が事業提案を求める事務を選定し、事業の提案が合格すれば異動可）、自己申請型
（募集がなくとも、職員が自ら能力やスキル、経験を売り込み合格すれば異動可）を設定。

・公募する業務は主要プロジェクトや重点業務に限らず、広く一般的な業務も対象（令和４年度は91業務）。

・応募できる職員は、主査以下の職員に限定。ジョブローテーションの対象下にある若手職員が、自らのキャリアについて主
体的に考え行動するチャンスを平等に与えるため、「現所属における勤務年数が２年以上」かつ「現所属における勤務が本制
度による異動でない」ことを条件とし、利用回数も、主任級までに１回、主査級で１回の計２回までとしている。

・人事課は職員の選考には関わらず、各部局で直接選考。各部局の裁量を大きくすることで、主体的に取組が進み、公募業務
件数や応募者数の増につながっている。

庁内公募

概要

自治体の事例

２．個人のキャリアパス

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）を基に事務局作成



職員のキャリア形成支援
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・民間企業や大学院等へ職員を派遣することで、派遣された職員は、幅広い視野の育成等、OJTや階層別の研修では得られな
い知識や経験を身につけることができる。また、自身のキャリアを客観視することにもつながり、職員の成長や意欲の向上に
大きく影響し、仕事の楽しさややりがいを感じることにつながる。

・組織にとっても、派遣研修によって職員にどのような知識を身につけさせるか、また、派遣先で得た経験を団体の業務に活
用していくため、派遣研修後の職員に対し、どのようなキャリアパスを歩ませるか、事前にしっかり検討を行うことで、派遣
研修で得た職員の経験を組織力の向上につなげることができる。

○福岡県宗像市「民間企業への派遣研修で意識改革＆能力向上」

・民間企業の組織風土や経営感覚を身につけ、市政に役立てることを目的に、平成16年度から職員の民間企業への派遣研修
を継続的に実施。市人材育成ビジョンにおける職場外研修として位置付け。

・市役所で２所属程度を経験した職員を派遣対象とすることを基本としている。派遣期間は２年間が基本。

・派遣職員の選定にあたっては、毎年の異動調書の中で職員から「民間企業への派遣希望の有無」及び「希望する民間企業」
を聴取。希望する職員を対象に人事課職員が面談を行い、能力や適性、今後のキャリア形成についての考え方等を踏まえて選
定している。

・令和４年度は、人事交流を含む包括的な連携協定を締結している民間企業２社（大手自動車メーカー、大手旅客販売企業）
に職員を派遣。

民間企業や大学院等への派遣研修

概要

自治体の事例

２．個人のキャリアパス

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）を基に事務局作成



職員のキャリア形成支援
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＜面談を通じたキャリア開発支援＞

・人事評価等の面談の場を、部下職員等に対するキャリア開
発支援の場として活用し、職員の長期的なキャリアイメージ
構築に向けた具体的な指導・助言を行うことで、職員の自発
的な能力開発をサポートすること

・職員が将来のキャリアビジョンについて相談できるよう、
キャリアアドバイザー等のキャリア相談体制を設けるなど、
職員のキャリア開発をサポートすることも有効。職員が組織
における将来の自らの役割について考えることで、エンゲー
ジメントの向上にもつながる。

○岐阜県岐阜市
「クレド・ノート」を活用したキャリアサポート

・人事評価の面談の際に「岐阜市職員クレド・ノート」を活
用することで、人事評価の目標達成に向けたアドバイスに加
え、個人のキャリア形成上の目標設定や達成に向けたアドバ
イスを上司から受けることができるようにし、職員のキャリ
形成のサポートにつなげている。

※「クレド」とは、「信条」「志」「理念」等を意味するラテン語

その他

概要

自治体の事例

＜キャリア形成支援研修の実施＞

・職員が自身の将来のキャリアを考え、目標を設定し、その
実現に向けてアクションプランの策定を行えるよう、これま
での経験と保有する能力の棚卸しやキャリア形成上の課題へ
の気づきを促すことを目的に研修を実施すること

・職員が自らのキャリアを考えるきっかけとなり、職員のモ
チベーションの向上や自発的な能力開発後等が期待できる。

○群馬県伊勢崎市「キャリアデザイン研修」

・職員のキャリアステージやライフステージが変化する中、
一人ひとりが自身のライフワークを大切にし、「自分らし
さ」を見つけ、自分の描いたキャリアの実現に向けて前向き
に取り組めるよう、これから組織の中心を担う30歳前後の
職員や係長職への昇任を控えた職員、係長職ではない40～
50代の女性職員、子育て中の職員を対象として、キャリア
デザイン研修を実施。

概要

自治体の事例

２．個人のキャリアパス

※地方公共団体のおける人材マネジメント推進のためのガイドブック（R5.3）を基に事務局作成



他者からの評価
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◆第４回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会

（鎌倉市プレゼン資料）

３．他者からの評価・処遇

○ 住民からの評価や職員間の評価を本人が認識でき、また他の職員等と共有できるかたちで示す取組

として、表彰制度の活用などの取組が行われている。



３．他者からの評価・処遇
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地方公務員の勤務条件に関する原則的な考え方

＜給与に関する「均衡の原則」＞

公務の目的である公共の福祉の増進は、金銭によって表示し得ないものであり、利益以外の基準によって決定せざるを得ない。そこで現行公務員法の下でとられている方式が均衡の

原則であり、民間企業の賃金や他の公務員との比較によって給与を定める方法である。この方式は、ニつの考え方を背景にもっている。その一は、公務員の採用も国全体の労働市場の

中で行われており、民間や他の公務員に匹敵する給与を支給しないと労働力の確保が困難になるということである。その二は、公務員の給与について国民、住民の納得を得なければな

らないということである。公務員の給与は、国民または住民の負担によって賄われており、もし公務員の給与が著しく世間一般の水準を超えるようなことがあれば、国民や住民の納得を得

ることが困難となり、当該地方公共団体に対する信頼を損ねることになりかねないのである。前者の人材確保という観点からは、給与水準は高いことが望ましく、後者の国民、住民の負担

という観点からは給与水準は低いことが望ましい。この相反する要請を調和させるものが、均衡の原則であるといってよいであろう。

＜給与以外の勤務条件に関する「均衡の原則」＞

公務員は、国、地方を問わず公共の福祉の増進のために勤務するものである点で全く同質のものであるから、勤務時間などの均衡がとれていることが公正な処遇に適うものといえよう。

給与の場合と違って民間事業の従事者との均衡が明記されていないことの趣旨は必ずしも明らかではない。勤務時間や休日などについて民間の動向を考慮すべきことは週休二日制に

かかる推移や、後述のように職員に民間の従業員と同じように労働基準法が適用されていることからしても当然のことと考えられるが、民間には様々な職種があり、それに応じた弾力的な

取扱いがなされていることが少なくないため、一律に均衡を考慮することの難しさがあることによるものであろうか。

【参考】「均衡の原則」に関する逐条解説（逐条地方公務員法（第５次改訂版・橋本勇 著）抜粋）

＜情勢適応の原則＞
・ 地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置

を講じなければならない。（地方公務員法第14条第１項）

＜勤務条件条例主義＞
・ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。（同法第24条第５項）

＜均衡の原則＞
・ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければな

らない。（同法第24条第２項）
・ 職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当たっては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように

適当な考慮が払われなければならない。（同法第24条第４項）

地方公務員の勤務条件（給与、勤務日、勤務時間、休暇等）は条例で定めることとされているが、その際、
社会一般の情勢や、国、他の地方公共団体、民間企業との均衡に配慮することが必要。

地方公務員の勤務条件に関する原則的な考え方
第２回検討会
（令和６年２月１日開催）
資料５を一部加工



地方公務員の処遇
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○ 国家公務員に関しては以下に挙げる取組が行われる予定であるが、地方公務員について、どのよう
に取組を進めていくべきか、現在給与分科会で検討中。

新卒初任給の引上げ

（背景）

・ 特に地域手当が支給されない地域などにおいて民間水準を大きく下回る

（内容）

・ 初任給や係員級の俸給額を引き上げ、一般職試験に係る初任給について民間並みの水準を確保する

係長級～本府省課長補佐級の俸給の最低水準を引上げ

（背景）

・ 令和２年度公務員白書で報告された公務職場に関する意識調査によると、20歳台後半から30歳台の職員の給与の満足度が低い

・ 民間人材等の採用時の給与水準に影響

（内容）

・ 係長級から本府省課長補佐級について、それぞれの俸給額の最低水準を引き上げることにより、若手・中堅の優秀者層の給与水準を引き上げる

本府省課室長級の俸給体系をより職責重視に見直し

（背景）

・ 毎年の漸進的な給与上昇を前提とする点で昇給制度の基本は非管理職員層に類似している

（内容）

・ 本府省課室長級については、各級の俸給額の最低水準を引き上げ、隣接する級間での俸給額の重なりを基本的に解消する

・ 各級の中の俸給額の刻みを大くくり化し、勤務成績が優秀な場合のみ昇給する制度とする

最優秀者のボーナス（勤勉手当）の上限引上げ

（背景）

・ 令和２年度公務員白書で報告された公務職場に関する意識調査によると、20歳台後半から30歳台の職員の給与の満足度が低い
・ 職務上の役割の重さ、個人の能力・実績、勤務実態等をより給与に反映し、組織への貢献にふさわしい処遇を確保

（内容）

・ 特に高い業績を挙げた者に対してより高い水準の処遇が可能になるよう、特に優秀と評価される職員に対する勤勉手当の成績率の上限を引き上げる

３．他者からの評価・処遇



地方公務員の時間外勤務の状況
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○ 公務員の時間外勤務時間は民間労働者に比べて多くなる傾向があるが、個人のパフォーマンスの最大化を阻害す

る要因としての影響をどのように考えるべきか。また、それに対し、どのように対応すべきか。
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給与等実態調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査（全国調査・年度結果）」を基に
事務局において作成。国家公務員は全体（本府省＋本府省以外）の数字。
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４．時間外勤務



時間外勤務に関する公務特有の事情
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時間外勤務時間の上限

非現業の地方公務員

労働基準法第33条第３項により超過勤務が命令可能。

→ 国家公務員の上限規制（人事院規則15-14）を踏まえ、

各自治体において条例、人事委員会規則等で規定。

現業(＊３)の地方公務員

労働基準法第33条第３項による超過勤務命令は不可。
→ 労働基準法第36条に基づき、労使合意（36協定の締結・

届出）により超過勤務が命令可能。違反時の罰則規定あり
（第119条第1号、6月以下の懲役又は30万円以下の罰金）。

×
特例業務(＊１)の場合のみ可

→６か月以内に要因の整理分析等

○ 月45ｈ以下

○ 年360ｈ以下

○ 月100ｈ未満

○ ２～６月平均80ｈ以下

○ 年720ｈ以下

○ 月45ｈ超は６月まで

×
災害等による臨時の必要がある
場合に限り、事前許可・事後届
出で勤務命令可能(＊４)

労使合意（36協定の締結・届出）

○ 月100ｈ未満

○ ２～６月平均80ｈ以下

○ 年720ｈ以下

○ 月45ｈ超は６月まで

○ 月45ｈ以下

○ 年360ｈ以下

原則 他律部署(＊２) 原則 特別条項(*５)

＊３ 労働基準法別表第１に掲げる事業の職員。
＊４ 人事院規則のように要因の整理分析等を求める労働基準法上の規定はない
＊５ 特別条項付きの36協定締結（臨時的な特別の事情があって労使合意）の場合

＊１ 大規模災害への対処、重要な政策に関する法律の立案、他国又は国際機関との重要
な交渉その他の重要な業務であって特に緊急に処理することを要するもの

＊２ 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を自ら決定
することが困難な業務）の比重が高い部署

○ 地方公務員については、民間企業と異なり、公務のために臨時の必要がある場合においては、超過勤務命令が可
能となっている。

○ こうした公務特有の事情が時間外勤務の縮減に向けた課題となるが、これについてどのように取り組むべきか。

４．時間外勤務



新型コロナウイルス感染症に関する対応等との関連
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○ 地方公務員の平均時間外勤務時間（年間）及び月45時間超の時間外勤務を行う職員割合いずれも、令和３年度を
境に急増している。これは、新型コロナウイルス感染症への対応の必要性が背景にあったものと考えられる。

○ このほか自治体からは例年、時間外勤務の事由として、災害対応や、鳥インフルエンザ等の家畜伝染病対応への
対応などが挙げられている。

※総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査」を基に総務省が作成。

※調査対象は、警察部門、消防部門及び教育委員会以外の部門に属する職員のうち、管理監督職員（管理職手当を支給される職及びこれに準じる職として条例で定める職に任用されてい
る職員）を除いた職員である。
※「時間(年)」は、対象団体における時間外勤務の年間総時間数を、「平均職員数（対象団体の各月の職員数を足し上げた数を12で除したもの）」で除したもの（小数点第2位を四捨五入）。
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４．時間外勤務



管理職のマネジメントに関する負担
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○ 管理職のマネジメントに関する役割は重要であるが、管理職の業務量や負担感への配慮はどのよう
になされるべきか。

人材育成・確保基本方針策定指針（令和５年12月22日）（抄）

第３章 人材育成・確保の検討事項

１ 人材の育成

（３）人を育てる人事管理

④ 管理職による職場内マネジメントの推進

職員の育成や意欲の向上を図るため、職場のリーダーである管理職は、その役割を十分に認識し、人事評価における職員面談や１on１ミーティ

ング、または日々職員とコミュニケーションを図る中で、職員の人材育成等に積極的に関わっていくこと。

人材マネジメントを推進するためには、管理職と人材育成・人事担当部局が十分に連携し、組織が一体となって取り組むことが重要であり、人材

育成・人事担当部局は、わかりやすいマニュアル等の作成、計画的な研修の実施、相談やサポート体制の整備など、必要な支援体制を整えること。

人材育成・確保基本方針策定指針に係る報告書（令和５年９月ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会）（抄）

I 現行指針の改正の必要性

３ 働き手の意識変化

（２）働き方に対する新しい価値観

平成30年の働き方改革関連法の成立により、地方公務員についても、時間外勤務の上限規制制度の導入をはじめ、管理職を含めた全ての職員が心

身の健康を維持し、ワーク・ライフ・バランスを保ちながら職務に従事できる環境を整備することが求められるようになった。

各地方公共団体においては、デジタル技術を活用した業務改革に加え、職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、ライフステージに

かかわらずその能力を最大限に発揮して職務上の責任を果たすとともに、育児・介護や自己啓発等に取り組みやすい職場環境づくりなど、多様な働

き方を推進することが重要となっている。

また、働き手側が職場を選ぶ際の基準としても、自分自身の時間をいかに確保・充実できるのかということが大きな重要性をもってきており、仕

事をする上での重要な価値観にもなっていることから、このような変化に対応した取組が求められる。

各地方公共団体においては、こうした取組を進めることによる働き方や職場環境の変化に伴い生じる様々な課題に対応するため、働き方に対する

新しい価値観を積極的に取り入れつつも、維持すべき従前の組織文化も組み合わせて実施するといった、柔軟な発想や取組姿勢が求められる。

５．管理職のマネジメント
に関する負担



５．管理職のマネジメント
に関する負担地方公務員に求められる能力（管理職）

21

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「過去と比較して、重要度が増したと感じるもの」及び「今現在で特に求められると感じるもの」について、各団体それぞれ３つ

ずつ回答。

○ 自ら手を動かして作業をする能力は左下に、マネジメントに関する能力は右上に集中。

・ 判断力、決断力 ・ 危機管理能力

・ 限られた人員で組織運営をしているため、担当同様に、管理職にも実務処理能力が求められる。

・ ハラスメントに対する意識。職員の異変等に気づき把握する能力

その他、管理職に求められる能力（自由記述の回答のうち主なもの）

①的確な課題設定

②解決策の企画・方針の提示

③折衝力・調整力

④多様な職員のマネジメント
を通じた組織目標の達成

⑤効率的な業務運営

⑥業務配分や評価を通じた部下の育成

⑦部下とのコミュニケーション力

⑧働きやすい職場環境作り

⑨コンプライアンス意識
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過去と比較して、重要度が増したと感じるもの

過去からの重要度の高まり：大きくない
今現在の重要度：高い

過去からの重要度の高まり：大きくない
今現在の重要度：高くない

過去からの重要度の高まり：大きい
今現在の重要度：高くない

過去からの重要度の高まり：大きい
今現在の重要度：高い

第４回ポスト・コロナ期の地方公務員の
あり方に関する研究会
（令和４年１月19日開催）資料１より



５．管理職のマネジメント
に関する負担
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⑧働きやすい職場環境作り
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⑨コンプライアンス意識
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④多様な職員のマネジメントを通じた組織目標の達成
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○ 前ページの内容について、団体区分ごとの違いが大きいものを項目ごとに抜粋。
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⑥業務配分や評価を通じた部下の育成

第４回ポスト・コロナ期の地方公務員の
あり方に関する研究会
（令和４年１月19日開催）資料１より

地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】



５．管理職のマネジメント
に関する負担人事管理上の課題（最近の傾向）
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○ 近年、特に課題と考えられている人事管理上の課題について、最近の傾向を調査。

○ ①メンタルヘルス不調による長期休暇職員が増えていると感じる回答が約８割にのぼる。総務省のアンケート調査（※）に

おける「メンタルヘルス対策についての地方公共団体の認識」とも一致しており、団体規模にかかわらず、人事管理上の大

きな課題であると考えられる。

■ そう思う ■ 少しそう思う ■ どちらともいえない ■ あまりそう思わない ■ そう思わない
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④若手職員の離職率が上昇傾向にある。

③管理職になりたくないという職員が増えている。

②ワークライフバランスのために働き方を変えたいと希望する職員や、

異動に条件のある職員が増えている。

①メンタルヘルス不調により長期休暇となっている職員が増えている。

（※）令和２年度メンタルヘルス対策に係るアンケート調査（抄）

本調査結果の傾向

３ メンタルヘルス対策についての地方公共団体の認識

９割を超える団体が「重点的に対策すべきと思う職員」がある、「メンタルヘルス対策等について困っていること」があると回答し、約８割の団体が

「メンタルヘルス不調による休務者の増加傾向」があると回答している。

第４回ポスト・コロナ期の地方公務員の
あり方に関する研究会
（令和４年１月19日開催）資料１より



ハラスメント
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６．ハラスメント

◆地方公共団体における各種ハラスメント対策への対応について

（令和５年12月27日付け総務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室長通知）（抄）

地方公共団体における各種ハラスメントの防止については、関係法律及びこれらの法律に基づく各厚生労働省

指針に基づき、各種ハラスメントを防止するために雇用管理上の措置を講じなければならないこととされています。

（中略）

２ 公務部門における上乗せ事項

（前略）地方公共団体においては、関係法律及び各厚生労働省指針を遵守した上で、公務の職場は各種ハラスメ

ント対策の模範となるべきこと、職員がその能力を十分発揮できる勤務環境を保持することによって国民に質の高

い行政サービスを実施するためにも各種ハラスメントを防止する必要があることといった公務職場特有の要請に応

える観点から、これらの追加的な対応についても、各種ハラスメントの防止に向けて適切に取り組んでいただきた

いこと。

〇 地方公共団体においては、関係法律及びこれらの法律に基づく各厚生労働省指針に基づき、各種ハラスメ
ントを防止するために雇用管理上の措置を講じなければならないこととされている。

○ また、関係法律及び各厚生労働省指針を遵守した上で、国家公務員において人事院規則等に基づき対応が
求められている追加的な対応（カスタマーハラスメント対策を含む。）についても適切に取り組むよう、総
務省から助言している。



６．ハラスメント各種ハラスメントに関する厚生労働省指針

◆事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等について

の指針（令和２年厚生労働省告示第５号）（抄）

２ 職場におけるパワーハラスメントの内容

（１）職場におけるパワーハラスメントは、職場において行われる①優越的な関係を背景とした言動であって、②業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者の就業環境が害されるものであり、①から③までの要素を

全て満たすものをいう。

なお、客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導については、職場における

パワーハラスメントには該当しない。

７ 事業主が他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うこ

とが望ましい取組の内容

事業主は、取引先等の他の事業主が雇用する労働者又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その

役員）からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、ひどい暴言、著しく不当な要求

等）により、その雇用する労働者が就業環境を害されることのないよう、雇用管理上の配慮として、例えば、

（１）及び（２）の取組を行うことが望ましい。また、（３）のような取組を行うことも、その雇用する労働者が

被害を受けることを防止する上で有効と考えられる。

◆人事院規則10ｰ16（パワー・ハラスメントの防止等）の運用について（令和２年４月１日職職ｰ141）（抄）

第４条関係 1  

五 職員が担当する行政サービスの利用者等からの言動で、当該行政サービスをめぐるそれまでの経緯やその場の状

況により、その対応を打ち切りづらい中で行われるものであって、当該言動を受ける職員の属する省庁の業務の範

や程度を明らかに超える要求をするものに関する苦情相談があった場合に、組織として対応し、その内容に応じて、

迅速かつ適切に職員の救済を図ること。

○パワーハラスメント

25



６．ハラスメント各種ハラスメントに関する厚生労働省指針
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◆事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚

生労働省告示第615号）（抄）

２ 職場におけるセクシュアルハラスメントの内容

（１）職場におけるセクシュアルハラスメントには、職場において行われる性的な言動に対する労働者の対応により

当該労働者がその労働条件につき不利益を受けるもの（以下「対価型セクシュアルハラスメント」という。）と、

当該性的な言動により労働者の就業環境が害されるもの（以下「環境型セクシュアルハラスメント」という。）が

ある。

なお、職場におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれるものである。また、被害を

受けた者（以下「被害者」という。）の性的指向又は性自認にかかわらず、当該者に対する職場におけるセクシュ

アルハラスメントも、本指針の対象となるものである。

○セクシュアルハラスメント



６．ハラスメント各種ハラスメントに関する厚生労働省指針
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◆事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指

針（平成28年厚生労働省告示第312号）（抄）

２ 職場における妊娠、出産等に関するハラスメントの内容

（１）職場における妊娠、出産等に関するハラスメントには、上司又は同僚から行われる以下のものがある。なお、

業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものについては、職場にお

ける妊娠、出産等に関するハラスメントには該当しない。

イ その雇用する女性労働者の労働基準法(昭和22年法律第49号)第65条第1項の規定による休業その他の妊娠又は

出産に関する制度又は措置の利用に関する言動により就業環境が害されるもの（以下「制度等の利用への嫌がら

せ型」という。）

ロ その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したことその他の妊娠又は出産に関する言動により就業環境が

害されるもの（以下「状態への嫌がらせ型」という。）

◆子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにする

ために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成21年厚生労働省告示第509号）（抄）

(一) 職場における育児休業等に関するハラスメントの内容

イ 職場における育児休業等に関するハラスメントには、上司又は同僚から行われる、その雇用する労働者に対す

る制度等の利用に関する言動により就業環境が害されるものがあること。なお、業務分担や安全配慮等の観点から、

客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものについては、職場における育児休業等に関するハラスメン

トには該当しないこと。

○妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント



地方公共団体におけるハラスメント対策 ６．ハラスメント
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事業主が講ずべき措置１０項目 （厚生労働大臣が定める指針）

１．セクシュアルハラスメント対策

２．マタニティハラスメント対策

３．パワーハラスメント対策

ハラスメント対策を強化するため、労働施策総合推進法等を改正

（令和元年６月５日公布、令和２年６月１日施行）

地方公共団体は、職場のセクハラ対策、パワハラ対策等を防止するため、

雇用管理上、講ずべき措置義務の適用を受ける。

１.事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

２.相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

３.職場におけるハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応

４. １～３までの措置と併せて講ずべき措置

⑴ 職場におけるハラスメントの内容・ハラスメントがあってはならない旨の方針を明確化し、
管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑵ ハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等
の文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑶ 相談窓口をあらかじめ定めること。

⑷ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、広く相談
に対応すること。

⑸ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。

⑹ 事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。

⑽ 相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行っては
ならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

⑼ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。

⑻ 再発防止に向けた措置を講ずること。（事実が確認できなかった場合も同様）

⑺ 事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。

※マタニティハラスメント対策では「業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の
実情に応じ、必要な措置を講ずること。」も講ずべき措置に含まれる

追加的な対応内容
（国（人事院規則）の取組 ）

①自らの雇用する労働者以外の者に
対する言動に関する取組
（他の事業主が雇用する労働者、求職者、フリーランス等）

② 他の事業主の雇用する労働者や顧客
等からの著しい迷惑行為 （いわゆるカス

タマーハラスメント等）に関する取組

③ 他の行政機関の職員からハラスメント
を受けた場合の、当該職員の任命権
者への調査要請・指導等の求め

④ 他の行政機関から③の求めがあった
場合の必要な協力

⑤ 人事委員会・公平委員会への苦情相
談が可能な旨の周知



６．ハラスメント行政サービスの利用者等に関する苦情相談
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◆厚生労働省カスタマーハラスメント対策リーフレット（抜粋）


